
三菱商事への株主提案 
 

 

議案１ 定款の一部変更の件（パリ協定目標と整合する中期および短期の温室効果ガス削減目標を含む

事業計画の策定開示） 

 

提案内容 

 

以下の章を新設し、本会社の定款に追加的に規定する。 

第 章（脱炭素社会） 

第 条（パリ協定目標と整合する中期および短期の温室効果ガス削減目標を含む事業計画の策定開示） 

 

１ 本会社の長期的企業価値向上を促進するため、気候変動に伴うリスクと事業機会に鑑み、本会社が

パリ協定への貢献を表明していることに従い、本会社は、パリ協定第 2 条第 1 項（a）（「パリ協定目標」

という）と整合性ある短期および中期の温室効果ガス削減目標を含む事業計画を策定し、開示する。 

２ 上記の削減目標は、スコープ１（直接排出）、スコープ２（電力等使用による間接排出）およびスコ

ープ３（事業に関連する他社の排出）を含むものとし、各スコープを区別し開示する。 

３ 本会社は、上記削減目標の進捗状況を年次報告書において開示する。 

 

提案理由（397 文字） 

 

本提案は、スコープ１から３の短期（2025 年まで）および中期（2030 年まで）の温室効果ガス削減目標

を含む事業計画の策定、開示を求めるものである。 

 

本会社は、国際エネルギー機関が示す 2050 年ネットゼロシナリオに反し、火力発電所の建設、ガス田や

LNG インフラの新規開発計画を継続、拡大させている。これは、自らの 2050 年までのネット・ゼロ排出

目標と時間軸が明らかに矛盾する。 

 

本提案による短中期の削減目標の策定開示は、気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）の推奨、お

よび投資家の要望にも合致する。このことは投資家団体や、他国での投資家から広い支持を受けた株主

提案からも明らかであり、世界の企業による同様の情報開示も年々増加している。 

 

本提案の可決により、本会社は脱炭素経済への移行におけるリスクを早期かつ確実に削減し気候変動リ

スクの適切な管理を行うことにより、企業価値の維持向上が可能となる。 

 



三菱商事への株主提案 
 

 

議案２ 定款の一部変更の件（新規の重要な資本的支出と 2050 年温室効果ガス排出実質ゼロ達成目

標との整合性評価の開示） 

 

提案内容 

 

本会社の定款に以下の章を新設し、以下の条項を追加的に規定する。 

 

第 章  脱炭素社会 

第 条（新規の重要な資本的支出と 2050 年温室効果ガス排出実質ゼロ達成目標との整合性評価の開示） 

 

１ 本会社の気候変動に伴うリスクと事業機会における長期的企業価値の維持向上のため、かつ本会

社の 2050 年温室効果ガス排出実質ゼロの達成目標との整合性を維持するため、本会社の石油ガス資産の

上流、中流または下流の新規開発に対する重要な資本的支出たる投資ならびに計画のある将来の投資の

基礎にある仮定事項、費用、予測事項、価値評価が、2050 年までに温室効果ガス排出を実質ゼロにする

道筋によればどのような影響を受けるかについて、本会社は評価を行い、これを年次報告書において開

示する。 

２ 前項の評価の開示には、営業秘密を除き、長期における資源需要、長期における資源価格および炭素

価格、資産の残余稼働期間、将来不可避となる資産の不稼働、資本的支出、減損処理に関する重要な仮定

事項および予測事項を含めるものとする。 

 

提案理由（396 文字） 

 

本提案は、2050 年ネットゼロに至る過程における気候変動関連の財務リスクと株式価値への影響を理解

することを目的に、評価の開示を求めるものである。 

 

本会社が、国際エネルギー機関の 2050 年ネットゼロシナリオに反して火力発電所の建設、ガス田や LNG

インフラの新規開発計画への関与を持続しており、移行リスクの拡大を伴う。 

2050 年ネットゼロ目標と整合する資本配分の枠組みなしに、時間軸、前提シナリオが相容れない事業や

企業活動を継続することは、重大な減損処理の危険性を孕む。 

 

本提案の開示は、投資家の要望に合致する。このことは投資家団体や、他国での投資家から広い支持を受

けた株主提案からも明らかであり、世界の企業による同様の情報開示も年々増加している。 

本提案の可決により、本会社は脱炭素経済への移行におけるリスクをより正確に把握、株主に開示し、減

損の未然防止により長期的な企業価値の維持向上が可能となる。 

 

 


